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1　はじめに
　本研究は、日本の銀行業におけるロボットに

よる業務自動化（RPA、以下 RPA と表記）と

雇用のジェンダー格差について検証するもので

ある。人工知能（AI）の飛躍的な進歩に伴い、

日本企業でも RPA が積極的に導入されはじめ

た。RPA は業務の効率化と費用の削減を通じ

て企業に恩恵をもたらす一方、労働者の需要を

減少させ雇用の削減につながる可能性がある。

Frey and Osborne（2013）によると、米国の職

業の約 47％がコンピュータ化のリスクにさらさ

れているという。

　Frey and Osborne（2013）の研究結果をみると、

あることに気づく。それは、コンピュータ化の

リスクの推計において、融資担当者（代替確率

0.98）、信用調査員・チェッカー・事務員（同 0.97）、 

受付・案内係（同 0.96）、ローン面接官・事務員

（同 0.92）、と銀行業に関する職種が軒並みハイ

リスクである職種の上位を占めていることであ

る。これに加え、 近年見直しが進んだものの
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日本の金融業界では長らくコース別雇用管理制

度（DCLS、以下 DCLS と表記）の導入により性

別職域分離が定着しており、総合職に多い男性

に比べ一般職として働く女性がよりリスクの高

い事務・窓口業務等の定型的業務に従事する割

合が高くなっている。実際に海外では Villa and 

Khan（2021）のように RPA の導入が銀行業務

に与える影響を検証する研究が出てきている。

同研究は業績悪化が指摘されるドイツ銀行の

ケーススタディであり、RPA と AI の組み合わ

せ（CRPA または IPA と呼ぶ）により、金融業

務が指数関数的に効率化されると指摘している。

銀行業は、今後従業員の雇用の変化が想定され、

かつ雇用のリスクにジェンダー差が生まれる可

能性がより高い業界である可能性が示唆される。

　金融業における雇用のリスクは、日本だけで

なく世界各国で注目を集めている。ILO（国際労

働 機 関 ）は 2022 年 1 月 に「Technical meeting 

on the impact of digitalization in the finance 

sector」と題した国際会議を実施し、銀行業の雇

用とディーセントワーク 1）に関する議論を行っ

ている。ILO（2022a）では、世界全体で 5,200 万

人以上 2）が金融サービス業で雇用されている

と推定している。一方、銀行業の職務はデジタ

ル化の影響を受けやすく、より高度なスキルを

必要とする分野にシフトし反復的で日常的なタ

スクは機械に任されつつあること、特にバック

オフィスの事務職が自動化の影響を受けやすく

なっていることを指摘する。実際に 2013 年から

2019 年にかけて、デジタル化が先行する欧米諸

国では同業界の事務職の数が減少しており、今

後日本だけでなく世界的にバックオフィスに従

事する割合が高い女性の雇用に対する懸念が指

摘されている。さらに、金融サービスのデジタ

ル化はこのセクターのスキルプロファイルを変

えており、将来的なスキル需要に対するスキル

開発・生涯教育に関してもジェンダー格差が懸

念されると指摘する（ILO（2022a））。このよう

な背景から、我々は RPA が銀行業の定型的業

務を代替する可能性が高く、結果として女性従

業員は男性従業員よりも RPA に雇用を代替さ

れるリスクが高いという仮説を立て、検証を試

みる。

　本稿の構成は以下の通りである。次節では、

日本の金融業界の雇用の現状について検証を

行った後に先行研究をまとめる。第 3 章は独自

アンケート調査の概要及び記述分析であり、第

4 章は実証分析を行う。第 5 章では考察・まと

めである。

2　銀行業の雇用の現状と先行研究
（1）銀行業の RPA 導入時期以降の雇用の推移
　本節では銀行業の従業員数の推移について、

一般社団法人全国銀行協会の『全国銀行財務諸 

表分析（全国銀行資本金、店舗数、銀行代理業者

数、役職員数一覧表）』を用いて推移を確認する。 

同調査は年 2 回実施されており、都市銀行・地方 

銀行・第二地方銀行・信託銀行計 115 行の職員

数を知ることができる悉皆調査である。同調査

を用いて銀行業の従業員数の推移を銀行種別に

みたものが表 1 である。都市銀行は 2018 年 3 月

末の 97,837 人から 2022 年 3 月末の 86,773 人と

11.3% 減少、第二地銀も同 44,344 人から 33,887

人と 23.6% 減少している。一方、地方銀行は同

130,509 人から 124,690 人と微減（4.5% 減）にと

どまっている。ただし、同データはジェンダー

別にみた従業員数の推移をみることはできない。

また、同データを用いて店舗数の変化も見るこ

とが可能であるが、店舗数の統合に際し銀行コー

ドを統一せずに残すことにより物理的な店舗数

と異なる場合があるため、本稿では検証を行わ

ない。
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　同じく『全国銀行財務諸表分析（銀行別諸比

率表）』を用いて当期純利益等の数値も把握する

こともできる（表 2）。当期純利益については都市

銀行・地方銀行・第二地銀ともに 2018 年から

2020 年にかけて減少し、その後 2022 年にかけ

て増加している。2019 年度に都市銀行で大きく

当期純利益が減少している理由は、一部銀行に

おいてグループ会社株式に関する減損損失を計

上したこと等により特別損益の損失超過額が増

加したことによる（全銀協（2019））。

（2） AI・RPA とジェンダー格差に関する先
行研究

　AI と雇用についての近年の議論は Frey and 

Osborne（2013）が嚆矢となり、大きな注目を集め

た 3）。同研究は米国の 702 の職業に関するコン

ピュータ化の可能性を調査し、分析された職業

の約 47% において人間の労働がコンピュータに

より代替される可能性があると主張した。ただ

し Frey and Osborne（2013）は分析の際にいく

つかの重要な要素を省略したことで、その主張

に疑義を唱える研究もある。具体的には労働者

の役割の再配分（Autor（2015））や労働需要の回

復 効 果（Acemoglu and Restrepo（2019））が 考

慮されていない。そのため、近年では Frey and 

Osborne（2013）によって推定されたコンピュー

タ化の可能性が過大評価されているという意見

も少なくない。

　とはいえ、RPA が本格的に導入され業務を代

替するようになった場合、雇用にはどのような

影響があるだろうか。近年、先述したILO（2022a）

だけでなく AI・RPA が雇用へ与える影響に

ジェンダー差があり、女性がよりリスクを抱え

ているとする研究・調査報告が増加している。

UNESCO, OECD and IDB（2022）はインターネッ

トやデジタルスキルだけでなく、AI 関連の仕事

やソフトウェア開発に従事する女性が極めて少

ないことから、ジェンダー格差は労働生活の格

差へ直結すると警鐘を鳴らしている。また、男性

よりも家事に多くの時間を費やす女性は、デジ

タルスキルをはじめとしたスキルアップの時間

が少なくなると指摘する。さらに Brussevich et 

 al.（2018）によると、OECD に加盟する 28 カ国で、

女性の労働力は男性の労働力よりも職を奪われ

るリスクが高いと推計している（女性は 12％、

男性は 4％）。これらをはじめ、女性の仕事は AI

テクノロジーに取って代わられる可能性がより

高くなると指摘する研究・調査が出てきている

（Madgavkar et al（2019）,Servoz（2019）等）。

性別による職務の自動化のリスクに関する推計

でも、一部の国を除いて一貫して女性の方が男

性よりも高いリスクであるとの結果を得ている

（UNESCO, OECD and IDB（2022））。

　日本では、岩本・田上（2018）の企業調査に

よる報告書によると金融・保険業では他業種と

表 1　銀行業の従業員数の推移
（銀行種別、人）

都市銀行 地方銀行 第二地銀
2018.3 97,837 130,509 44,344 
2019.3 95,922 130,101 41,734 
2020.3 92,826 128,977 37,682 
2021.3 90,203 127,046 36,921 
2022.3 86,773 124,690 33,887 

2018 年/2022 年 11.3% 減 4.5% 減 23.6% 減
（出所）一般社団法人全国銀行協会（2018-2022）『全国

銀行財務諸表分析』をもとに筆者作成

表 2　銀行業の当期純利益の推移
（銀行種別、百万円）

都市銀行 地方銀行 第二地銀
2018.3 1,907,377 760,169 143,993 
2019.3 1,108,929 622,383 124,143 
2020.3 106,335 592,691 72,348 
2021.3 855,475 599,543 82,251 
2022.3 985,644 730,492 109,384

（出所）一般社団法人全国銀行協会（2018-2022）『全国
銀行財務諸表分析』をもとに筆者作成
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比べ自社の不足している人材として IT 技術者、

データアナリスト、サイバーセキュリティ専門

家といった職種が挙がっている。この他、日本

の銀行業の雇用について着目した先行研究とし

ては、銀行員の主観的な雇用リスクを他業界と

比較し推計し、銀行員がより高い雇用リスクを

持っていることを検証した論文（佐々木（2018））、

ヒアリング調査を通じ、現状では銀行業におけ

る AI 導入は雇用の代替よりも補完関係にある

とする調査（JILPT（2022））、（2017 年時点で）

AI により職場の業務が代替されたり、従業員数

の減少があると回答した者が最も多いのが金融

業であることを示した調査（JILPT（2017））等

がある。また、駒川（2014）によると、女性の

イメージ（親しみやすさ等）は接客等の仕事に

向いており、金融業をはじめとし性別職域分離

が生じている。このように、銀行業において性

別職域分離が形づくられた背景には日本企業独

自の DCLS の影響も大きい（渡辺（1995））。脇

坂（2018）によれば、2014 年時点の調査で全業

界の総合職の女性比率は 22.2%、一般職の女性

比率は 82.1% となっている。これに加え、女性

の場合はパート・派遣社員・契約社員といった

非正規雇用割合も高いことが予想される。RPA

が得意とする定型的業務は、主に日本企業では

一般職や非正規雇用者が担っていることから、

今後はこれら女性従業員を中心に雇用・職務内

容の変化が予想される。

　次節では、独自の質問紙調査の結果をもとに

RPA と雇用のジェンダー格差について検証を試

みる。

3　使用データ及び記述分析
（1） 使用データ
　本研究の実証分析における課題の 1 つはデー

タ収集である。金融業界での雇用削減は始まっ

たばかりで、性別による雇用格差を認識するに

はまだ時間がかかるとみられる。また、公的統

計等による現状の捕捉はデータ項目の不足や業

種区分の制約があることから、本研究では現在

銀行業で従事している労働者を対象に独自の質

問紙調査を実施した。

　使用データは筆者らが二回実施した『金融機

関の業務自動化と働き方の変化に関する調査』

である。調査対象者は金融機関 4）に勤務する正

社員に限定したインターネット調査である。正

社員にサンプルを限定したのは、正社員に適用

される DCLS と RPA の雇用に関するジェンダー

格差をより明らかにするためである。調査はマー

ケティング会社 A 社を通じ実施された。第一回

調査は 2020 年 7 月 21 日 -27 日に行われ、調査

依頼数はモニターに登録した条件に適合した個

人 21,022、回答数は 1,039、回収率は 4.9% である。

サンプルサイズが 1,000 前後になると調査を打

ち切る形になっている。第二回調査は第一回調

査回答者を対象に 2021 年 8 月 13 日 -16 日に実

施し、調査依頼数は 926、回答数は 419、回収率

は 45.2% である。

（2） 銀行種別にみた RPA の導入状況
　同調査を用いて、2020 年時点における自社の

RPA 導入状況を銀行種別に確認した。個人回答

のため、実際にその企業で RPA 導入有無があっ

たかが正確に捕捉できているわけではないが、

半数程度・または過半数の者が RPA 導入済と

回答した銀行種別はネット専業銀行（54.6%）、

信託銀行（57.1%）、その他銀行業（52.2%）、メガ

バンク（49.2%）である。これに対し、信用金庫・

連合会（9,5%）、信用協同組合・連合会（5.0%）

の導入率は低く、銀行種別により差があること

が確認された。
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（3） ジ ェ ン ダ ー 別 に み た 職 種、 役 職 と
DCLS の状況

　次にジェンダー別にみた職種、役職と DCLS

の状況を確認したい（表 3）。主な職種は男女で

大きな違いがみられる。男性で最も多いのは本社

（人事・経理等）で 27%、次いで法人営業、事

務・バックオフィスがそれぞれ 17% となってい

る。女性で最も多いのは事務・バックオフィス

で 40%、次いで窓口（テラー）20% となってお

り女性全体の 6 割を占める。この 2 つの職種は、

RPA 導入に伴う影響を最も受ける職種と考えら

れている。

　次に役職、DCLS の状況について確認する。男

性の役職なしの比率は 16% であるのに対し、女

性は 66% と高い。さらに、男性は部長が 13% い

るのに対し、女性は 0.4% であり、組織の意思決

定層に女性がほとんどいないことも示された。

また、DCLS がある企業の割合はメガバンクが

78%、地方銀行が 75%、信用金庫・同連合会が 

35% となっており、メガバンク・地方銀行におい

て 7 割強が同制度を運用していることがわかっ

た。さらに、男性労働者にしめる総合職比率は

90% であるのに対し、女性労働者にしめる総合

職比率は 29% にすぎない。女性労働者の場合、

地域限定総合職 5）が 17%、一般職が 53% と様々

なコースに属していることから、自身が属する

コースによって職務内容や昇進・昇格に違いが

あることが想定される。このように、銀行業に

おける職種、役職、職務区分はジェンダーによ

り色分けされており、そのために RPA の導入

の影響にはジェンダー差が生じる可能性が示唆

される。

（4）RPA 導入時期と主観的な業務の代替可能性
　本節では、銀行業における RPA の導入状況

及びジェンダー格差について確認する。本デー

タでは、RPA の導入時期を尋ねている。最も多

いのは「2018 年」で 36%（126 件）にのぼる。次い

で多いのが「2019 年」の 21%（72 件）、「2017 年」

の 13%（44 件）で、2017 年から 2019 年の間に

急速に RPA 導入が進んだことがわかる。

　では、定型的業務の割合は男女でどのように

異なるのだろうか。図 1 は、個人に尋ねた自身

の定型的業務の割合を男女別にみたものである。 

表 3　職務の性別職域分離とDCLS（N=1,039）（2020 年）
男性 女性 男性 女性

総合職 89.9 28.6 個人営業 6.9 11.2 
地域限定総合職 4.2 17.4 法人営業 17.2 1.0 
一般職 5.1 52.8 渉外（定期預金・保険・ローン相談） 6.3 4.1 
無回答 0.9 1.2 ローン 12.1 7.0 
計 100.0 100.0 バックオフィス 17.2 40.1 

男性 女性 テラー 1.0 19.8 
役職なし 16.3 66.1 外国為替 1.7 1.0 
係長 21.8 19.0 本社（人事・経理等） 27.2 12.8 
課長 28.5 9.1 IT 5.0 0.6 
次長 16.3 2.5 新規事業開発 0.4 0.0 
部長 13.6 0.4 その他 5.2 2.5 
本部長 0.6 0.0 計 100.0 100.0 
役員 1.9 0.4 
その他 1.2 2.5 
計 100.0 100.0 

（出所）寺村・大石（2020）『金融機関の業務自動化と働き方の変化に関する調査』以下同様
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男性は 27% が「0-10%」と回答しているのに対し、

女性は 10% 程度である。また、女性では「70-

100%」と回答した女性が 3 割程度存在する。平

均値の差の検定の結果、統計的に有意（両側検

定 0.0021）に男女間で定型的業務の割合が女性

に偏っていることがわかった。

　次いで確認するのは、個人に尋ねた自身の業

務の RPA による業務代替可能性 6）である（図 2）。

男性の方が自身の業務代替可能性は低いと考え

ていることがわかる。RPA による自身の業務代

替可能性について、「0-10%」と回答した者が男

性は 12% に対し女性は 7% である。また、女性

の半数程度は 40% 以上代替可能性があると考え

ており、自身の業務に RPA が影響を与える可

能性を認識しているといえよう。こちらも平均

値の差の検定の結果、男女間で統計的に有意な

差が確認された（両側検定 0.0000）。

　さらに、現在の業務に対する RPA の進み具

合についても尋ねているが、2020 年時点におい

て総合職・一般職ともに 30% 以下が 8 割弱であ

り、RPA の業務への導入はまだ途上である。そ

のため、今後さらに RPA 導入により個人の仕

図1 定型的業務の割合（N=1,039）（男女別・2020年） 
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図2　RPAによる業務代替可能性（N=359）（男女別・2020年） 
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事に変化が生まれる可能性が示唆される。

4　実証分析
　本節では、前節までの記述分析をもとに実際

にどのように雇用のジェンダー格差が生まれて

いるかを確認するため、「RPA が銀行業の定型

的業務を代替する可能性が高く、結果として女

性従業員は男性従業員よりも RPA に雇用を代

替されるリスクが高い」という仮説について検

証する。着目するのは労働者自身が考える職務

の代替可能性及び定型性である。推計式は下記

の通りである。ただし本実証分析では被説明変

数 Yi,t を 2 種類（1：職務の代替可能性、2：定型

的業務割合）用意し、それぞれ別の推計を行った。

被説明変数は、先述したようにそれぞれ 10 段階

の変数となっている。本節ではそれらをモデル

1、2 と呼ぶこととする。

　説明変数は個人属性である性別ダミー（Sexi,t）、

職 種 ダ ミ ー（Occupationi,t,j）、DCLS ダ ミ ー

（DCLS i,t,k）、コントロール変数として業態ダミー

（Businessi,t,l）、 役 職 ダ ミ ー（Positioni,t,m）、 年 齢

（Agei,t）、地域（Locationi,t）、個別効果 γi である 7）。
a は切片、εi,t は誤差項、t はアンケート調査実施

時点（第 1 回、第 2 回）、i は回答者を示している。
β1、βj+1、βk+12、βl+16、βm+24、β33、β34 は、 そ れ ぞ

れ性別、職種、DCLS、業態、役職の各種ダミー、

年齢、地域の係数である。着目する説明変数は

性別ダミーであり、予想される結果の符号はモ

デル 1・2 とも正である。二時点のパネルデータ

を使用し、分析方法はプーリング回帰モデル・

固定効果モデル・変量効果モデルの分析を行い、

検定の結果 8）、変量効果モデルが採択された。

同モデルの分析結果を表 4 に示す。

　まずはモデル 1 について確認する。性別ダミー

については正の符号となったものの統計的に有

意な結果は得られなかった。その他、統計的に

有意な値を得たのは職種ダミー（法人営業・事

務・窓口・外国為替）である。特に事務・窓口

は係数が大きいことからこれらの職種について

いることが、自身の職務の代替可能性のリスク

をより強く認識していることがわかった。次に

モデル 2（定型的業務割合）に着目したい。こ

こでも着目する性別ダミーについては正の符号

であったものの、統計的に有意な結果は得られ

なかった。統計的に有意な結果を得たのがモデ

ル 1 と同じく職種（事務・窓口）、及び一般職で

ある。

　これらの結果から、職務の代替可能性・定型

性に関しては職種内容・コース別制度の影響が

より大きく、特に事務・窓口業務に就いている

場合に定型的業務割合が高く、さらに代替可能

性のリスクを認識していることが示された。

5　考察・まとめ
　本稿では、金融業界における雇用のジェンダー

格差に対し、業務自動化が個人の主観的な業務

の定型性・代替可能性に影響をもたらすかにつ

いて検証を試みた。欧米諸国では日本に先がけ

てデジタル化が進展し、実際に事務職の雇用が

減少している。銀行業の悉皆調査からは、RPA

導入が始まった 2018 年から 2021 年にかけて、

日本の銀行業の雇用量は減少傾向にあることが

示された。また独自調査による検証の結果、銀

行業の役職、職種、雇用区分においてジェンダー

格差が存在し、男女間の分業が行われているこ

とが明らかとなった。女性従業員の過半数は昇

進に限りのある一般職に従事しており、役職を

, = + 1 , + ∑ +1
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, ,

+ ∑ +16

8

=1
, , + ∑ +24

8

=1
, ,

+ 33 , + 34 , + + ,  

 



96季刊　個人金融　2022 秋

調査・研究

持たず、定型的業務に従事する割合も男性従業

員より高くなっていた。さらにこの雇用区分は

職種にも影響を与えており、男性は法人営業や

本部勤務が多いことに対し、女性は事務・バッ

クオフィスと窓口（テラー）が多くを占めた。

計量分析の結果から事務、窓口、一般職といっ

た属性を持つ者がより定型的業務に従事してい

ることが示された。さらに、女性が多く従事す

る事務・バックオフィスと窓口（テラー）は労

働者自身も業務の代替可能性のリスクがあると

認識している。

　本研究の課題としていくつかの項目を挙げる

ことができる。まず、雇用量の削減に関するジェ

ンダー分析はデータの制約から不十分である。

また、雇用量の変化に加え事務職から営業職へ

の配転等、職務内容の変化が起きている可能性

が考えられるが、この点については本稿の分析

対象に含まれていない。加えて、今後の AI 技

術の進展により他職種（融資・ローン業務）の

変革も生じ、ジェンダー差に変化が生じること

も考えられる。データの制約も課題となってい

る。これらの点については、筆者に対する今後

の課題としたい。

【謝辞】
　本研究は JSPS 科研費 20K12465 の助成を受け

表 4　職務の代替可能性・定型性に関する推計
（1）業務の代替可能性 （2）定型的業務の割合

Coef. Std.Err. t Coef. Std.Err. t
性別（男性）
女性 0.367 0.375 0.98 0.220 0.284 0.78
職種（個人営業）
法人営業 1.117 * 0.548 2.04 -0.200 0.422 -0.47
渉外 0.568 0.811 0.70 -0.796 0.489 -1.63
融資 0.724 0.605 1.20 0.324 0.433 0.75
事務・バックオフィス 1.802 *** 0.485 3.72 1.760 *** 0.347 5.07
窓口・テラー 1.842 ** 0.742 2.48 1.138 *** 0.409 2.79
外国為替 1.744 ** 0.846 2.06 0.705 0.735 0.96
本部（人事総務経理等） 0.493 0.477 1.03 0.349 0.363 0.96
IT 0.344 0.677 0.51 0.266 0.662 0.40
新事業開発 0.060 1.526 0.04 0.833 1.801 0.46
その他 0.578 0.714 0.81 -0.093 0.533 -0.18
コース別制度（総合職）
限定総合職 -0.324 0.440 -0.74 0.262 0.337 0.78
一般職 -0.462 0.400 -1.15 0.756 *** 0.277 2.73
専門職 -0.454 0.823 -0.55 -0.148 0.815 -0.18
定数項 3.866 *** 0.848 4.56 2.683 *** 0.670 4.00

Ramdom Effect Model Ramdom Effect Model
Numberof obs 364 917
Number of groups 300 718
R-sq within 0.1824 0.0484
R-sq between 0.1137 0.1953
R-sq overall 0.1261 0.1969

（注）***：1% 水準で有意、**：5% 水準で有意、*：10% 水準で有意
上記の他、業態ダミー、役職ダミー、年齢、地域ダミーを加えている。

（出所）寺村・大石（2020-2021）『金融機関の業務自動化と働き方の変化に関する調査』
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たものです。

【注】

1）ディーセントワークとは、「権利が保障され、

十分な収入を生み出し、適切な社会的保護が与え

られる生産的な仕事」をさす（ILO（2022b））。

2）ILO（2022a）によれば、同業界の雇用は新興国

を中心に 2008 年から 27％増加している一方、欧

米では減少傾向にあるという。

3）同研究グループは同内容の研究を Frey and 

Osborne （2017） としても発表している。

4）ここでの金融機関の範囲はメガバンク、地方銀

行、ネット専業銀行、信託銀行、信用金庫・同連

合会、信用協同組合・同連合会、その他の銀行業、

銀行業以外をさす。

5）限定総合職（勤務地限定社員）とは、一般職と

総合職に加えて , 基幹的業務につく総合職的社員

のために異動範囲を一定のエリア内とする新しい

社員の区分である（今野（2010））。

6）設問は「あなたの職務内容のうち、将来的に AI

（人工知能）や RPA（ロボットによる業務自動化）

がどのくらい職務を代替しうると考えますか」で

ある。

7）この中で、職種ダミーは 11 種類（j=1：個人営業、

j=2：法人営業、j=3：渉外、j=4：融資、j=5：事務・

バックオフィス、j=6：窓口・テラー、j=7：外国

為替、j=8：本部（人事・総務・経理等）、j=9：

IT、j=10：新事業開発、j=11：その他）、DCLS

ダミーは 4 種類（k=1：総合職、k=2：限定総合職、

k=3：一般職、k=4：専門職）、業態ダミーは 8 種

類（l=1：メガバンク、l=2：地方銀行、l=3：ネッ

ト専業銀行、l=4：信託銀行、l=5：信用金庫・同

連合会、l=6：信用協同組合・同連合会、l=7：そ

の他銀行業、l=8：銀行業以外）、役職ダミーは 8

種類（m=1：役職なし、m=2：係長級、m=3：課

長級、m=4：次長級、m=5：部長級、m=6：本部

長級、m=7：役員、m=8：その他）のダミー変数

を内包しており、回答者がこれらに該当する場合

附表 1　記述統計量
2020 年 2021 年

Obs Mean Std.Dev. Min Max Obs Mean Std.Dev. Min Max
性別（男性） 1,039 0.5034 0.5002 0 1 419 0.5561 0.4974 0 1
女性 1,039 0.4966 0.5002 0 1 419 0.4439 0.4974 0 1
職種（個人営業） 1,039 0.0905 0.2870 0 1 369 0.0623 0.2421 0 1
法人営業 1,039 0.0914 0.2884 0 1 369 0.1192 0.3245 0 1
渉外 1,039 0.0520 0.2221 0 1 369 0.0488 0.2157 0 1
融資 1,039 0.0953 0.2937 0 1 369 0.1165 0.3213 0 1
事務・バックオフィス 1,039 0.2859 0.4520 0 1 369 0.2656 0.4422 0 1
窓口・テラー 1,039 0.1030 0.3041 0 1 369 0.0949 0.2934 0 1
外国為替 1,039 0.0135 0.1154 0 1 369 0.0190 0.1366 0 1
本部（人事総務経理等） 1,039 0.2002 0.4003 0 1 369 0.2114 0.4088 0 1
IT 1,039 0.0279 0.1648 0 1 369 0.0108 0.1037 0 1
新事業開発 1,039 0.0019 0.0439 0 1
その他 1,039 0.0385 0.1925 0 1 369 0.0434 0.2039 0 1
特になし 369 0.0081 0.0899 0 1
コース別（総合職） 675 0.5911 0.4920 0 1 242 0.5868 0.4934 0 1
限定総合職 675 0.1081 0.3108 0 1 242 0.0950 0.2939 0 1
一般職 675 0.2904 0.4543 0 1 242 0.3058 0.4617 0 1
専門職 675 0.0104 0.1014 0 1 242 0.0124 0.1109 0 1
年齢 1,039 45.0250 9.9696 20 65 419 47.7255 9.1635 21 67

（注）紙幅の都合上、その他の変数の記述統計量は割愛する。
（出所）寺村・大石（2020-2021）『金融機関の業務自動化と働き方の変化に関する調査』
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に 1、そうでない場合に 0 を取ることとしている。

年齢は回答者の年齢、地域は都道府県により 1 か

ら 47 の数値をとる変数としている。

8）検定の結果、変量効果モデルが採択された。モ

デル 1 はハウスマン検定（0.2919）及び Breush 

and Pagan 検定（0.0015）、F 検定（0.0033）、モデ

ル 2 はハウスマン検定（0.7900）及び Breush and 

Pagan 検定（0.0000）、F 検定（0.0000）である。
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